第１編　 eq \o\ad(基本事項,　　　　　)

Ⅰ． eq \o\ad(概要,　　　　　　)


１．用語の定義等
本利用細則は、担保関係事務についての日本銀行金融ネットワークシステム（以下「日銀ネット」といいます。）の利用金融機関等店舗が日銀ネットを利用して担保関係事務を行う場合に使用します。
本利用細則で使用する用語の定義については、「担保に関する基本約定」または「担保に関する基本約定（適格外国債券担保用）」（以下「基本約定」といいます。）、「日本銀行金融ネットワークシステム利用基本規則」、「担保関係事務についての日本銀行金融ネットワークシステムの利用に関する規則」（以下「担保利用規則」といいます。）、「担保関係事務における国債代行決済に関する規則」（以下「代行決済規則」といいます。）、「振替社債等の担保差入に関する規則（振替社債等担保差入関係事務代行用）」（以下「代行用規則」といいます。）、本利用細則以外の他の「日本銀行金融ネットワークシステム利用細則」（以下「利用細則」といいます。）その他日本銀行が定めた規則等によるほか、以下のとおりとします。

（１）担保
基本約定に定める与信約定にもとづき日本銀行に提供する根担保をいいます。

（２）担保差入
日本銀行に担保の差入を行うことをいいます。
（３）担保受戻
日本銀行から担保の返戻を受けることをいいます。

（４）担保受入
日本銀行が担保の差入を受けることをいいます。
（５）担保返戻
日本銀行が担保の返戻を行うことをいいます。

（６）担保受払
担保差入および担保受戻または担保受入および担保返戻を行うことをいいます。

（７）邦貨手形（電子記録債権）

手形類似電子記録債権をいいます。

（８）証書貸付債権（電子記録債権）

手形類似電子記録債権以外の電子記録債権をいいます。

（９）シンジケート・ローン

複数の貸付人が共通の契約書にもとづき単一の借入人に対して行う貸付をいいます。

（10）機構システム

短期社債振替システム（株式会社証券保管振替機構（以下「機構」といいます。）が運営する短期社債等（社債等に関する業務規程に定める短期社債等をいいます。以下同じです。）の振替等を行うためのオンラインシステムをいいます。）および一般債振替システム（機構が運営する振替社債等（基本約定に規定する振替社債等をいいます。以下同じです。）のうち短期社債等以外のものの振替等を行うためのオンラインシステムをいいます。）をいいます。

（11）政府借入金入札システム
政府資金調達事務取扱規則に定める借入金等の電子情報処理組織をいいます。
（12）与信取引先
基本約定に定める与信取引先をいいます。

（13）担保差入金融機関等
基本約定に定める約定金融機関等をいいます。
（14）担保出力指定店舗
オンライン担保差入先のうち、担保差入金融機関等の指定により、担保関係事務に関する日本銀行からの通知を主に受領し、担保差入金融機関等の担保余裕額等を一元的に管理する先をいいます。
（15）担保管理店

担保出力指定店舗または担保交付指定店舗（非オンライン担保差入先のうち、担保差入金融機関等の指定により、担保関係事務に関する日本銀行からの通知を主に受領し、担保差入金融機関等の担保余裕額等を一元的に管理する先をいいます。）を業務区域に有する日本銀行本支店をいいます。

（16）担保取引店
担保差入先を業務区域に有する日本銀行本支店をいいます。
（17）担保受入店
担保差入先から担保として手形、電子記録債権または証書貸付債権を受入れている日本銀行本支店をいいます。
（18）日銀入力
日本銀行が、担保差入先等から提出された担保差入証書等にもとづいて担保受払を行うために、日本銀行に設置した日銀ネット専用端末装置から行う入力をいいます。

（19）利払日

振替社債等の利払期日をいいます。ただし、利払期日が銀行休業日に当たる場合には、発行要項に定める利払が行われる日（利払期日の前営業日または翌営業日）をいいます。

（20）定時償還債

振替社債等の発行要項に定められた利払期日において、該当する銘柄のすべての残高に対して一定割合が等しく償還されるものをいいます。

（21）一部繰上償還債

振替社債等の発行者が定める任意の時点において、該当する銘柄のすべての残高に対して一定割合が等しく償還されるものをいいます。

（22）定時償還支払日

振替社債等の定時償還日をいいます。ただし、定時償還日が銀行休業日に当たる場合には、発行要項に定める定時償還が行われる日（定時償還日の前営業日または翌営業日）をいいます。

（23）一部繰上償還支払日

振替社債等の一部繰上償還日をいいます。ただし、一部繰上償還日が銀行休業日に当たる場合には、発行要項に定める一部繰上償還が行われる日（一部繰上償還日の前営業日または翌営業日）をいいます。
（24）ファクター
定時償還債または一部繰上償還債について、機構が振替社債等の実質社債残高を機構システム上管理するために用いる数値をいいます。

（25）添付契約書

電子記録債権の記録時に電磁的記録として添付された契約書を印刷した書面をいいます。
（26）記録事項証明書
電子記録債権の内容が証明できる書面をいいます。

（27）譲渡記録証明書

日本銀行への電子記録債権の譲渡記録が行われたことが確認できる書面をいいます。

（28）登記事項証明書等

「動産及び債権の譲渡の対抗要件に関する民法の特例等に関する法律」に定める登記事項証明書または登記事項概要証明書をいいます。
（29）純与信額
国債の条件付売買および米ドル資金供給オペレーションにおける担保の供給を目的として行う国債の買戻条件付売却における純与信額をいいます。
１の２．日本銀行との間で書面を授受する方法
本利用細則において、特段の授受方法を定めず、単に「送信」と定めている書面については、日本銀行との間で日銀ネットにより授受を行います。

ただし、「日本銀行業務オンラインによる授受対象の業務系統書面一覧表」に定められた対象業務を担保関連とする書面については、本利用細則において、特段の授受方法を定めていない場合においても、日本銀行業務オンライン（以下「業務オンライン」といいます。）により日本銀行との間で授受を行います（当該一覧表中、備考欄において業務オンラインにより授受する条件が付されている書面については、当該条件に該当するものに限ります。）。

なお、担保種別毎に授受方法が異なる書面や日本銀行との間での授受方法が複数存在する書面などについては、授受方法を明確にする観点から、本利用細則において、具体的な授受方法を規定しています。

２．担保の目的物
担保関係事務は、担保の目的物を次のイ．からト．までに区分して行います。この区分を「担保目的物区分」といいます。

なお、分割償還債（パス・スルー債等、元本の分割償還が行われることがある債券をいいます。以下同じです。）についてはロ．、電子記録債権についてはハ．またはニ．の区分としてのみ担保差入を行うことができます。

イ．振決国債

ロ．振替社債等

ハ．邦貨手形（手形または邦貨手形（電子記録債権）をいいます。以下単に「邦貨手形」という場合、邦貨手形（電子記録債権）を含みます。）

ニ．証書貸付債権（証書貸付債権（外貨建証書貸付債権を除きます。）または証書貸付債権（電子記録債権）をいいます。以下単に「証書貸付債権」という場合、証書貸付債権（電子記録債権）を含みます。）

ホ．外貨建証書貸付債権
ヘ．外貨建外国債券

ト．住宅ローン債権信託受益権
担保目的物区分毎に、担保差入を行うことができる債券、手形、電子記録債権、証書貸付債権、外貨建証書貸付債権または住宅ローン債権信託受益権は下表のとおりです。

	担保目的物区分
	担保差入を行うことができるもの

	振決国債
	次のａ．およびｂ．をすべて満たすものに限ります。

ａ．国債（個人向け国債を除き、変動利付国債、分離国債および物価連動国債を含みます。）または国庫短期証券（割引短期国債および政府短期証券）であること

ｂ．担保差入金融機関等またはその国債決済代行者の次の参加者口座の種別および口座区分に記載または記録されているものであること

①担保差入先が自ら担保差入の申出を行う場合

原則として担保差入金融機関等の参加者口座の種別名なしの種別（種別コード「００」）の自己口Ｉ、参加者分別口１～９（種別コード「７１」～「７９」）の自己口Ⅰまたは特別課税口（種別コード「２１」）の自己口Ⅲに記載または記録されているものであること　
②国債決済代行先が担保差入の申出を行う場合

国債決済代行者の参加者口座の種別名なしの種別（種別コード「００」）の預り口に記載または記録されているものであること

	振替社債等
	次のａ．からｃ．をすべて満たすものに限ります。

ａ．日本銀行が担保として適格と認める債券であること

ｂ．分割償還債である場合には、定時償還債および一部繰上償還債であること

ｃ．担保差入先が自ら担保差入の申出を行う場合には機構システムにおける当該担保差入先の属する担保差入金融機関等名義の口座の保有口（源泉徴収不適用分等口座に記録されているものに限ります。）に、また、担保差入代行先が担保差入の申出を行う場合には担保差入代行口座管理機関における当該担保差入先の属する担保差入金融機関等名義の口座の保有口に記録されているものであること

	邦貨手形
	日本銀行が担保として適格と認めるものに限ります。

	証書貸付債権
	日本銀行が担保として適格と認めるものに限ります。

	外貨建

証書貸付債権
	日本銀行が担保として適格と認めるものに限ります。

	外貨建外国債券
	日本銀行が担保として適格と認めるものに限ります。

	住宅ローン債権

信託受益権
	日本銀行が担保として適格と認めるものに限ります（注）。


（注）担保差入金融機関等毎に日本銀行が適格と認める住宅ローン債権信託受益権は、日本銀行が特に必要と認める場合を除き、１つに限ります。
個別の債券（振決国債を除きます。）、手形、電子記録債権、証書貸付債権または外貨建証書貸付債権の担保差入の可否については、「担保等適格確認書」（「担保に関する細則」第３号書式）により、日本銀行に照会してください。また、日本銀行が担保として適格と認めるもののうち、上記イ．からト．までの区分に該当しないものを担保として差入れることを希望する場合には、日本銀行本店に照会し、日本銀行からの個別の指示に従ってください。

３．事務の概要
（１）オンライン受払
オンライン担保差入先、国債決済代行先および担保差入代行先は、日本銀行が特に指示する場合を除き、日銀ネットを利用してオンラインにより担保受払または担保差入の手続きを行うこととします。この日銀ネットを利用した担保受払または担保差入の手続きを総称して「オンライン受払」といいます。オンライン受払の業務処理区分コードは、担保目的物区分等および担保受払の種類に応じ、下表のとおりとなります。
オンライン受払を行った後に、当該入力の取消または訂正を行うことはできません。なお、邦貨手形または証書貸付債権について、担保差入の入力を行った後、「担保差入受付通知」等を提出するまでの間に担保差入を取止める場合には、担保取引店に連絡してください。また、邦貨手形または証書貸付債権について、「担保差入受付通知」等を提出するまでの間に差入内容を変更する場合には、担保取引店に連絡したうえで、改めて変更後の内容で入力を行ってください。
	《オンライン受払の業務処理区分コード一覧》（注１）

	
	担保差入
	担保返戻依頼

	振決国債
	541101
	　　　541151（注２）

	振決国債

（国債決済代行先）
	541102
	　　　541152（注３）

	振替社債等
	      541103
	　　  541153（注４）

	振替社債等
（担保差入代行先）
	541106
	 －

	邦貨手形
	541104
	      －（注５）

	証書貸付債権
	  541105
	      －（注５）


（注１）外貨建証書貸付債権、外貨建外国債券および住宅ローン債権信託受益権については、日銀ネットを利用してオンラインにより担保受払の手続きを行うことはできません。
（注２）担保差入先が自ら担保差入を行った振決国債のほか、同一の担保差入金融機関等に属する他の担保差入先が自ら担保差入を行った振決国債および当該担保差入金融機関等が国債決済代行者を通じて担保差入を行った振決国債について、担保返戻依頼を行うことができます。ただし、自ら担保受払を行うことができるのは、担保差入金融機関等が国債振替決済制度のオンライン振決参加者である場合に限ります。
（注３）担保差入先が属する担保差入金融機関等が、当該国債決済代行先が属する国債決済代行者を通じて担保差入を行った振決国債のほか、当該担保差入金融機関等が自ら担保差入を行った振決国債（担保差入の前に当該担保差入金融機関等の参加者口座の種別名なしの種別（種別コード「００」）の自己口Ｉに記載または記録されていた振決国債に限ります。）および当該担保差入金融機関等が別の国債決済代行者を通じて担保差入を行った振決国債について、担保返戻依頼を行うことができます。
（注４）担保差入の申出を自ら行うオンライン担保取引先および担保差入代行先を通じて担保差入の申出を行うオンライン担保差入先ともに、担保返戻依頼を日銀ネットを利用して行うことができます。
（注５）邦貨手形および証書貸付債権については、日銀ネットを利用して担保返戻依頼を行うことはできません。
振決国債については、日銀ネットを利用した担保受払の手続きを行うことにより、口座振替が行われます。
振替社債等については、日銀ネットを利用した担保受払の手続きを行うことにより、機構に対して振替の申請または振替の申請にかかる通知が行われます。
電子記録債権については、日銀ネットを利用した担保差入の手続きのほか、電子記録債権記録機関において譲渡記録が行われるための手続きならびに担保取引店への記録事項証明書および譲渡記録請求書等の提出が必要となります。書面を受付けた後、日本銀行において所定の事務を行ったうえで、担保受入を行います。
邦貨手形（邦貨手形（電子記録債権）を除きます。）または証書貸付債権（証書貸付債権（電子記録債権）を除きます。）については、日銀ネットを利用した担保差入の手続きのほか、担保取引店への手形、証書貸付債権証書等の提出が必要となります。書面を受付けた後、日本銀行において所定の事務を行ったうえで、担保受入を行います。
なお、日本銀行は、担保返戻依頼を受付けた場合には、当該依頼に基づく返戻を行った後の担保余裕額がマイナスとならないことを確認します（この確認を「担保不足チェック」といいます。）。担保余裕額がマイナスとなる場合には、日本銀行は担保返戻を行いません。
（２）オンライン照会 
オンライン担保差入先および国債決済代行先は、日銀ネットを利用して、以下の照会を行うことができます。
	《オンライン担保差入先が行う照会》

	業務処理区分
	業務処理

区分コード

	大区分
	中区分
	小区分
	

	担保受払等
	照会データファイル取得
	担保残高等
	544201

	
	照会データファイル取得
	担保受払明細
	544202

	
	照会データファイル取得
	担保種類別担保価額合計額
	544203

	与信・担保

共通
	照会
	担保余裕状況
	524101

	適格担保

管理
	照会データファイル取得
	時価・掛目一覧
	514201

	与信
	照会データファイル取得
	所要担保価額
	534201

	《国債決済代行先が行う照会》

	業務処理区分
	業務処理

区分コード

	大区分
	中区分
	小区分
	

	担保受払等
	照会データファイル取得
	担保受払明細

（国債決済代行者）
	544204


（３）書面による受払等
オンライン担保差入先は、以下の場合には、書面により担保受払等の手続きを行います。

イ．邦貨手形（邦貨手形（電子記録債権）を除きます。）または証書貸付債権（証書貸付債権（電子記録債権）を除きます。）の担保受戻を行う場合
オンライン担保差入先は、「担保に関する細則」に定めるところにより、担保受入店である担保取引店に「担保返戻依頼書」を業務オンラインにより提出してください。書面を受付けた後、日本銀行において所定の事務を行ったうえで、担保返戻を行います。オンライン担保差入先は、日本銀行における当該事務の完了後、手形または証書貸付債権証書等の返却を受ける際に、「担保領収証書」（注）を担保受入店である担保取引店の窓口に提出してください。
（注）「担保に関する細則」に定める電子証書貸付債権およびシンジケート・ローン債権については、「担保領収証書」の提出は不要です。
ロ．電子記録債権の担保受戻を行う場合
オンライン担保差入先は、「担保に関する細則」に定めるところにより、「担保返戻依頼書」および譲渡人欄以外の記名捺印その他の所要の事項を記入（譲渡記録請求について、譲受人からの請求が必要な場合に限ります。）した譲渡記録請求にかかる書面を担保受入店である担保取引店の窓口に提出してください。書面を受付けた後、日本銀行において所定の事務を行ったうえで、担保返戻を行います。
ハ．外貨建証書貸付債権の担保受払を行う場合
オンライン担保差入先は、「担保に関する細則」に定めるところにより、「担保差入証書」等を日本銀行本店の窓口に、または、「担保返戻依頼書」を業務オンラインにより提出してください。書面を受付けた後、日本銀行において所定の事務を行ったうえで、担保受入または担保返戻を行います。オンライン担保差入先は、日本銀行における担保返戻事務の完了後、証書貸付債権証書等の返却を受ける際に、「担保領収証書」を日本銀行本店の窓口に提出してください。
ニ．外貨建外国債券の担保受払を行う場合
オンライン担保差入先は、「適格外国債券担保に関する細則」に定めるところにより、日本銀行本店に「担保差入証書」等または「担保返戻依頼書」等を業務オンラインにより提出してください。書面を受付けた後、日本銀行において所定の事務を行ったうえで、担保受入または担保返戻を行います。
ホ．住宅ローン債権信託受益権の担保受払を行う場合および担保価額変更依頼を行う場合
オンライン担保差入先は、「担保に関する細則」に定めるところにより、「担保差入証書」等を担保取引店の窓口に、もしくは、「担保返戻依頼書」を業務オンラインにより提出し、または、「担保価額変更依頼書」を受託者にオンライン担保差入先のために業務オンラインにより日本銀行に提出させてください。書面を受付けた後、日本銀行において所定の事務を行ったうえで、担保受入、担保返戻または担保価額変更を行います。
ヘ．その他の担保受払を行う場合
オンライン受払を行うことができないオンライン担保差入先は、「担保に関する細則」に定めるところにより、担保取引店に「担保差入証書」等または「担保返戻依頼書」等を提出してください。書面を受付けた後、日本銀行において所定の事務を行ったうえで、担保受入または担保返戻を行います。
４．期日担保返戻
日本銀行は、担保の償還日（分離利息振決国債の場合には利子支払期日。また、振替社債等の償還日には、全部繰上償還日を含み、定時償還日および一部繰上償還日を含みません。）、満期日または返済期日前の一定の日（これを「受戻期日」といいます。担保目的物区分毎の受戻期日については、Ⅲ．１．（２）を参照してください。）に、自動的に担保返戻を行います（これを「期日担保返戻」といいます。）。

（１）担保目的物区分が振決国債の場合
日本銀行は、受戻期日の午後３時到来後遅滞なく、期日担保返戻を行います。

なお、期日担保返戻の対象となる担保がある場合、日本銀行は、受戻期日の前営業日の業務開始後遅滞なくおよび受戻期日の午後３時到来後遅滞なく、担保差入金融機関等の担保出力指定店舗または国債決済代行者の担保出力指定店舗に対して「担保受戻日管理表」を送信します。
（２）担保目的物区分が振決国債以外の場合
日本銀行は、受戻期日の業務開始後遅滞なく、期日担保返戻を行います。

なお、期日担保返戻の対象となる担保がある場合、日本銀行は、受戻期日の前営業日の業務開始後遅滞なくおよび受戻期日の業務開始後遅滞なく、担保差入金融機関等の担保出力指定店舗に対して「担保受戻日管理表」（一部受戻日においては「担保証書貸付債権等一部受戻日管理表」）等を送信します。
５．担保余裕額の管理
（１）担保余裕額の管理
　　担保差入金融機関等は、自らに属するすべての与信取引先について、各与信約定において定められた金額（これを「所要担保価額」といいます。）の合計額以上の担保価額のある担保を、日本銀行に差入れる必要があります。担保差入金融機関等が日本銀行に差入れている担保の担保価額の合計額から、当該担保差入金融機関等に属するすべての与信取引先の所要担保価額の合計額を差引いた金額を「担保余裕額」といい、担保余裕額がマイナスであることを「担保不足」、その絶対値を「担保不足額」といいます。担保差入金融機関等は、担保不足とならないよう担保価額や所要担保価額の管理を厳格に行う必要があります。
　　担保価額、所要担保価額合計額の算出方法や、担保出力指定店舗における担保余裕額の管理方法全般については、Ⅳ．を参照してください。

（２）担保価額および所要担保価額の自動更新

日本銀行は、以下のとおり、毎営業日の業務開始時に担保価額および所要担保価額を　自動的に更新します（当該更新には、当営業日に行われる期日担保返戻は含まれません。）。担保差入金融機関等は、業務開始時点で担保不足とならないよう担保価額や所要担保価額の管理を厳格に行う必要があります。万一、担保不足となることが見込まれる場合には、速やかに、担保管理店に連絡したうえで、追加的な担保差入等を行ってください。また、担保不足が発生した場合には、直ちに担保管理店に連絡したうえで、追加的な担保差入等を行い、担保不足を解消してください。
イ．担保価額の更新（Ⅳ．３．から５．を参照）
日本銀行は、毎営業日の業務開始時に、当日に適用される時価および円貨換算率（外貨建証書貸付債権または外貨建外国債券の場合に限ります。）ならびに当日時点の残存年限に応じた掛目、連動係数（物価連動国債の場合に限ります。）およびファクター（定時償還債および一部繰上償還債の場合に限ります。）を用いて、担保差入金融機関等から受入れている担保（住宅ローン債権信託受益権を除きます。）の担保価額を自動的に更新します。

日本銀行は、時価または円貨換算率の値を変更する場合には、これらの変更日（以下「時価変更日」といいます。）の翌営業日の業務開始後遅滞なく、すべての担保差入金融機関等の担保出力指定店舗に対して「担保不足・余裕等通知」を送信します。なお、変更後の時価または円貨換算率は、変更日の３営業日後の日（以下「時価適用日」といいます。）から担保価額の算出に適用されます。
≪外貨建外国債券以外の債券の時価変更等の日程の例≫
	１日

（月）
	２日

（火）
	３日

（水）
	４日

（木）
	５日

（金）
	６日

（土）
	７日

（日）
	８日

（月）

	基準となる
市場相場
	時価変更日
	担保価額
合計額

および

担保余裕額

の通知
	
	時価適用日
	
	
	

	
	基準となる
市場相場
	時価変更日
	担保価額

合計額
および

担保余裕額

の通知
	
	
	
	時価適用日

	
	
	
	
	
	
	
	


また、日本銀行は、ファクターを変更し、定時償還債または一部繰上償還債である振替社債等の担保価額を減額する場合には、減額実行日の前営業日および減額実行日当日の業務開始後、減額対象の振替社債等を担保として差入れている担保差入金融機関等の担保出力指定店舗に対して「振替社債等担保価額減額実行日通知」を日銀ネットにより送信します。
ロ．所要担保価額の更新（Ⅳ．６．および７．を参照）
日本銀行は、担保差入金融機関等に対し有する純与信額が変動する場合、および代理店契約または歳入代理店契約にもとづき、代理店保証額または歳入代理店保証額を改訂する場合には、これらにかかる所要担保価額の更新は業務開始時に自動的に行われます。
６．オンライン通知
日本銀行は、次の①、②の場合に日銀ネットにより通知を送信します。

1 オンライン担保差入先がオンライン受払を行った場合にはオンライン担保差入先に対し、国債決済代行先がオンライン受払を行った場合には国債決済代行先およびオンライン担保差入先に対し、担保差入代行先がオンライン受払を行った場合には担保差入代行先およびオンライン担保差入先に対してそれぞれ送信します。また、担保差入先が担保出力指定店舗でない場合には、担保出力指定店舗にも送信します。

②　日本銀行が日銀入力により担保受払を行った場合、または担保不足、担保残高および担保の期日管理に関する通知を行う場合に送信します。

これらの通知の詳細については、[参考]１．入力画面およびオンライン通知の一覧をご覧ください。

７．担保関係事務で用いる番号
（１）与信・担保受付番号
オンライン受払の入力または日銀入力が行われると、入力受付１件毎に下記の体系の８桁の番号が付されます(注)。これが「与信・担保受付番号」です。与信・担保受付番号は、「担保差入受付通知」、「担保返戻済通知」等各種通知に記載されます。
（注）住宅ローン債権信託受益権は除きます。
与信・担保受付番号の体系

×× ×× ××××

01～99の範囲の適宜の数値
送信日の日付（01～31）
0000～9999の範囲の適宜の数値
（２）整理番号
日本銀行が邦貨手形、証書貸付債権および外貨建証書貸付債権の担保受入を行うと、下記の体系の11桁の番号が付されます。これが「整理番号」です。邦貨手形（電子記録債権）および証書貸付債権（電子記録債権）については１件毎(注)に、邦貨手形（邦貨手形（電子記録債権）を除きます。）については手形１枚毎(注)に、証書貸付債権（証書貸付債権（電子記録債権）を除きます。）および外貨建証書貸付債権については証書貸付債権証書１通毎（「担保に関する細則」に定める電子証書貸付債権の場合には政府借入金入札システムを利用して債務者から日本銀行に提出される証書貸付債権証書１通毎、シンジケート・ローン債権の場合にはシンジケート・ローン債権証書の写１通毎）に整理番号が付されます。整理番号は、「整理番号通知」、「担保差入受付通知」等各種通知に記載されます。
オンライン担保差入先は、この整理番号を指定して照会を行うことができます。
なお、担保差入時に付された整理番号は、一部受戻日における期日担保返戻を行った場合でも継続して使用します。また、担保として差入れていた邦貨手形を一旦受戻した後、再度担保として差入れる場合には、当該担保に付されていた整理番号を再度使用します。
（注）邦貨手形にかかる担保差入の手続きをオンラインで行う場合には、１画面で複数件または複数枚の入力を行うことができますが、１件または１枚毎に整理番号が付されます。
整理番号の体系

×× ×× ×× ×××××
担保取引店コードの上２桁
担保目的物区分コード
昭和17年度を01として毎年度一つずつ増加する数値
（例：平成30年度＝77、令和元（平成31）年度＝78、
同2年度＝79、…）
00001～99999の範囲の適宜の数値
８．入力時間帯等
（１）オンライン受払・照会の入力時間帯
オンライン受払またはオンライン受払にかかる照会のために電文を送信することができる時間帯は、次表に定めるとおりです。入力画面およびオンライン通知の一覧については、[参考]１．を参照してください。
（日本銀行本店を担保取引店とする利用先）
	業務処理区分名
	業務処理
区分コード
	条件
	入力時間帯

	
	
	
	開始時刻
	締切時刻

	担保差入（振決国債）
	541101
	元利払対象

銘柄
	午前8:30（注1）
	午後3:00

	担保差入（振決国債）
	541101
	元利払対象

銘柄以外
	
	午後9:00

	担保差入（振決国債）
（国債決済代行先用）
	541102
	元利払対象

銘柄
	
	午後3:00

	担保差入（振決国債）
（国債決済代行先用）
	541102
	元利払対象

銘柄以外
	
	午後9:00

	担保返戻依頼（振決国債）
	541151
	元利払対象

銘柄
	
	午後3:00

	担保返戻依頼（振決国債）
	541151
	元利払対象

銘柄以外
	
	午後9:00

	担保返戻依頼（振決国債）（国債決済代行先用）
	541152
	元利払対象

銘柄
	
	午後3:00

	担保返戻依頼（振決国債）（国債決済代行先用）
	541152
	元利払対象

銘柄以外
	
	午後9:00

	担保差入（邦貨手形）
	541104
	当日分
	
	午前10:00

	担保差入（邦貨手形）
	541104
	翌営業日分
	
	午後9:00

	担保差入（証書貸付債権）
	541105
	当日分
	
	午前10:00

	担保差入（証書貸付債権）
	541105
	翌営業日分
	
	午後9:00

	担保差入（振替社債等）
	541103
	―
	午前9:00
	午後4:00

	担保差入（振替社債等）
（口座管理機関用）
	541106
	―
	
	

	担保返戻依頼（振替社債等）
	541153
	―
	
	

	担保余裕状況
	524101
	―
	午前7:30（注2）
	午後10:00

	時価・掛目一覧
	514201
	―
	
	

	所要担保価額
	534201
	―
	
	

	担保残高等
	544201
	―
	
	

	担保受払明細
	544202
	―
	
	

	担保種類別担保価額合計額
	544203
	―
	
	

	担保受払明細（国債決済
代行者）
	544204
	―
	
	


（注１）利用細則（当座勘定取引）に定める延長日の場合には、午前7時30分となります。
（注２）利用細則（当座勘定取引）に定める延長日の場合には、午前6時30分となります。
（日本銀行支店を担保取引店とする利用先）
	業務処理区分名
	業務処理

区分コード
	条件
	入力時間帯

	
	
	
	開始時刻
	締切時刻

	担保差入（振決国債）
	541101
	元利払対象銘柄
	午前8:30（注1）
	午後3:00

	担保差入（振決国債）
	541101
	元利払対象銘柄以外
	
	午後5:00（注2）

	担保差入（振決国債）
（国債決済代行先用）
	541102
	元利払対象銘柄
	
	午後3:00

	担保差入（振決国債）
（国債決済代行先用）
	541102
	元利払対象銘柄以外
	
	午後5:00（注2）

	担保返戻依頼（振決国債）
	541151
	元利払対象銘柄
	
	午後3:00

	担保返戻依頼（振決国債）
	541151
	元利払対象銘柄以外
	
	午後5:00（注2）

	担保返戻依頼（振決国債）（国債決済代行先用）
	541152
	元利払対象銘柄
	
	午後3:00

	担保返戻依頼（振決国債）（国債決済代行先用）
	541152
	元利払対象銘柄以外
	
	午後5:00（注2）

	担保差入（邦貨手形）
	541104
	当日分
	
	午前10:00

	担保差入（邦貨手形）
	541104
	翌営業日分
	
	午後9:00

	担保差入（証書貸付債権）
	541105
	当日分
	午前8:30（注1）
	午前10:00

	担保差入（証書貸付債権）
	541105
	翌営業日分
	
	午後9:00

	担保差入（振替社債等）
	541103
	―
	午前9:00
	午後4:00

	担保差入（振替社債等）
（口座管理機関用）
	541106
	―
	
	

	担保返戻依頼（振替社債等）
	541153
	―
	
	

	担保余裕状況
	524101
	―
	午前7:30（注3）
	午後10:00

	時価・掛目一覧
	514201
	―
	
	

	所要担保価額
	534201
	―
	
	

	担保残高等
	544201
	―
	
	

	担保受払明細
	544202
	―
	
	

	担保種類別担保価額合計額
	544203
	―
	
	

	担保受払明細（国債決済
代行者）
	544204
	―
	
	


（注１）利用細則（当座勘定取引）に定める延長日の場合には、午前7時30分となります。

（注２）利用細則（当座勘定取引）に定める延長日の場合には、午後6時00分となります。
（注３）利用細則（当座勘定取引）に定める延長日の場合には、午前6時30分となります。
（２）入力延長
イ．入力延長の依頼

　オンライン担保差入先および国債決済代行先は、やむを得ない事由により入力時間帯において予定していた電文の送信を終了する見込みがなく、かつ、その日のうちに当該電文の送信を行っておく必要がある場合には、事前に電話により担保取引店に入力延長の依頼を行ってください。この場合、日本銀行は入力延長の事由等を聴取します。

なお、入力延長の依頼については、延長の必要性を認識した後直ちに行うようにしてください。日本銀行は、入力延長依頼の受付を、原則として電文の送信を締切る時刻の３０分前に締切ります。

ロ．入力延長の許可

日本銀行は、入力延長を許可した場合には、その旨を利用先に連絡します。
ハ．入力延長の停止

入力延長を許可されたオンライン担保差入先および国債決済代行先は、所要の電文の送信が終了した場合には、速やかに入力延長の依頼を行った担保取引店あてにその旨を連絡してください。

日本銀行は、当該連絡を受けた場合には、入力延長の停止予定時刻到来前であっても入力延長を停止します。またオンライン担保差入先および国債決済代行先からの連絡がない場合でも、入力延長の停止予定時刻が経過したときは入力延長を停止します。
（３）当日処理終了および当日処理終了取消
イ．オンライン振決参加者に属するオンライン担保差入先における当日処理終了

オンライン振決参加者に属するオンライン担保差入先は、当該オンライン振決参加者が国債振替決済関係事務における当日処理終了を行った場合には、当該日における次の表の業務処理区分の電文を送信することができなくなります（当該電文の送信を行った場合には、エラーとなります。）（注）。国債振替決済関係事務における当日処理終了については、利用細則（共通事務）および利用細則（国債振替決済関係事務）を参照してください。
（注）国債振替決済関係事務における当日処理終了取消を行った場合には、再び当該電文を送信することが可能となります。
《 当日処理終了の対象の業務処理区分 》（注）
	業務処理区分名
	業務処理区分コード

	担保差入（振決国債）
	541101

	担保返戻依頼（振決国債）
	541151


（注）当日処理終了を行う前または当日処理終了取消を行った後であっても、（１）に定める入力時間帯の締切時刻が到来している電文は送信できません。
ロ．オンライン振決参加者に属する国債決済代行先における当日処理終了
オンライン振決参加者に属する国債決済代行先は、当該オンライン振決参加者が国債振替決済関係事務における当日処理終了を行った場合には、当該日における次の表の業務処理区分の電文を送信することができなくなります（当該電文の送信を行った場合には、エラーとなります。）（注）。国債振替決済関係事務における当日処理終了については、利用細則（共通事務）および利用細則（国債振替決済関係事務）を参照してください。
（注）国債振替決済関係事務における当日処理終了取消を行った場合には、再び当該電文を送信することが可能となります。

《 当日処理終了の対象の業務処理区分 》（注）
	業務処理区分名
	業務処理区分コード

	担保差入（振決国債）（国債決済代行先用）
	541102

	担保返戻依頼（振決国債）（国債決済代行先用）
	541152


（注）当日処理終了を行う前または当日処理終了取消を行った後であっても、（１）に定める入力時間帯の締切時刻が到来している電文は送信できません。
９．日銀ネット障害時の取扱い


（１）オンライン担保差入先がオンライン受払を行うことができない場合
オンライン担保差入先は、日銀ネットの障害その他の事情により、オンライン受払を行うことができない場合には、速やかに担保取引店に連絡してください。
担保取引店は、オンライン担保差入先に対し、日銀ネットを利用しない担保受払の手続きに移行するよう指示することがあります(注)。
（注）障害時においては、既に入力済のオンライン受払のセンターにおける処理状況が問題となりますが、この点については、担保取引店から連絡します。

（２）国債決済代行先がオンライン受払を行うことができない場合

国債決済代行先が、日銀ネットの障害その他の事情により、オンライン受払を行うことができない場合には、他の金融機関等店舗への国債決済代行先の変更（注）または日銀ネットを利用しない手続きへの移行を行うことがあります。

当該変更または当該移行の詳細については、「担保に関する細則」によるほか、担保取引店の指示に従ってください。
（注）変更後に国債決済代行先となる金融機関等店舗は、オンライン振決参加者に属するオンライン担保差入先である必要があります。
（３）担保差入代行先がオンライン受払を行うことができない場合
担保差入代行先が、日銀ネットの障害その他の事情により、オンライン受払を行うことができない場合には、担保差入代行先の属する担保差入代行口座管理機関は、速やかに取引主要店に連絡したうえ、取引主要店の指示に従ってください(注)。

（注）障害時においては、既に入力済のオンライン受払のセンターにおける処理状況が問題となりますが、この点については、取引主要店から連絡します。
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